
抜本的なごみ減量計画の策定を求める請願

去 鯨奇 絶男

＜請願趣旨＞

　

ごみ回収日には、 各自治会のごみ集積場は、 大量の包装プラスチックｏ生ごみ・枝葉

の屑などで山積みになります。 ごみを持ち込んだ私たち住民の多くが「これを全部燃や

して大丈夫なのか」と思っています。

　

し、ま、長期にわたる夏日、集中豪雨、巨大台風、森林火災など異常気象を前にして「こ

のままでは次世代に持続可能な自然と社会は残せなし、」との思し、が世界中に広がってし、

ます。 その思Ｖ、は日本、 そして滋賀の若者の中にも広がってＶ、ます。 昨年８月、 ＩＰＣ

Ｃ（国連の気候変動に関する政府間パネル）は「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖

化させてきたことには疑う余地がない」と断定しました。１１月のＣＯＰ２６（国連気候変

動枠組み条約第２６回締約国会議）は、気温上昇を産業革命前と比べて１．５度に抑えるこ

とで正式に合意しました。そのためには、２０５０年までに世界のＣ０２の排出量を実質ゼ

ロにし、２０３０年までに約４５％を削減（２０１０年比）する必要があります（国連）。

　

多くの国が５０～６０％台の削減目標を掲げてし、る中、日本も「２０５０年カーボンゼロ」を

宣言し、２０１３年度比４６％（２０１０年比４２％）削減の目標を立てており、滋賀県に至っては

削減目標を同５０％（同３９％）に定めてし、ます。

彦根愛知犬上の広域ごみ処理施設も、この問題を避けて通ることはできません。大型

のごみ焼却炉が大量のＣ０２を排出するからです。 彦根愛知犬上広域行政組合はごみの

１５％削減の方針を示して▽、ますが、国や県の目標を達成するためには、１市４町が「２０３０

年までにごみを半減させる」など明確な目標を立て、市町の住民と企業に「ごみの減量」

を呼びかける必要があるのではなし、でしょうか。

／



　

ごみ半減は、次のことをもたらします。 ①住民や企業が、自らが毎日生み出すゴミを

見つめ直しＣ０２削減に貢献する。②新しいごみ処理施設の建設費を低く抑えて、ひっ

迫する市町の予算を健全化する。

　

また、著しい老朽化により損傷と修繕を繰り返す野瀬町の焼却場が、無理なく安全に

運転を続けるためにも、抜本的なぐみ減量政策が不可欠だと考えます。

　

これまで国は「大型ごみ処理施設で大量のごみを燃やしプラスチック燃焼の熱でごみ

発電をする」方針をとってきました。 しかし、昨年６月には「プラスチック資源循環促

進法」が成立し、プラスチックの分別・回収の新しい方針が出てきました。全国には「ご

みゼロ」 を目指し、実際にごみの８割を資源化してし、る自治体があります。この流れが

主流になってこそ、持続可能な自然と社会を次代に引き継ぐことが出来ます。

以上の趣旨から、以下のことを請願します。

＜請願事項＞

彦根市が２０３０年に向けて抜本的なごみ減量計画を策定し、その実現のために市民や企

業に広く呼びかけること。
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